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有料道路における時間帯料金割引きの有効性に関する研究 
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 混雑する有料道路で、早朝の時間帯の料金を割引いてピーク時の交通量をピーク時前の時間帯に分散させ

ることによる総交通費用の変化を評価する交通経済モデルを構築した。このモデルに首都高速道路 3 号線の

交通データを適用し、早朝の時間帯割引料金の有効性を実証的に把握することを試みた。その結果、ピーク

時間帯の前の時間帯の料金を割り引いてピーク時交通をピーク時前の時間帯にシフトさせると、ピーク時と

それ以降の時間帯の渋滞緩和が長時間継続し、交通費用削減効果が大きいことが分かった。すなわち、早朝

の時間帯割引が交通費用削減に有効であることが実証的に示された。 
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１．はじめに 

 一般に道路交通は朝夕に利用交通量が多く混雑し、

早朝・夜間は利用交通量が少なく空いている。道路

資源の有効利用の観点からは混雑している時間帯の

交通量を空いている時間帯にシフトさせて混雑を緩

和することが考えられる。 

 有料道路の場合、空いている時間帯の料金を下げ

ると、混雑時間帯から空いている時間帯へ交通がシ

フトし、混雑が緩和されることが期待される。ETC

をはじめとする ITS が普及しており、きめ細かな料

金設定による交通需要管理が期待される。 

 本研究では、早朝の時間帯割引を行った場合の道

路利用者の時間シフトと社会便益の発生の仕組みを

交通経済学の理論に基づいてモデル化し、首都高速

道路の観測データを用いて実証的な分析を試み、有

料道路において望ましい時間帯別料金を設定する理

論的基礎を構築した。 

２．既存研究の概観と本研究の位置づけ 

（１）主な既存研究の手法と結論の整理 

 ピーク時の交通行動に関していくつかの研究があ

る。過去の研究では、「同一の始業時刻（＝到着希望

時刻）を持つ労働者が、混雑（時間費用）とスケジ

ューリング費用とのトレードオフを考慮して出発時

刻を選択する」という行動選択モデルが定式化され

てきた。ここで、スケジューリング費用とは、「早着

による待機時間の機会費用（早着費用）」または「遅

刻によるペナルティ（遅刻費用）」である。 

 ピーク時の交通行動モデルは混雑の表現方法によ

って 2 通りのアプローチに大別できる。Henderson 

(1981)等による「フロー混雑モデル（QV 式を用いて

交通量が増加すると所要時間が長くなるモデル）」と、

Vickrey (1969), Arnott et al. (1990)に代表される「ボト

ルネックモデル（交通量が交差点などの隘路の交通

容量を超えると、隘路を先頭として渋滞列が発生し、
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所要時間が長くなるモデル）」である。 

 混雑の表現方法によって、混雑課金による効果の

評価が異なる。フロー混雑モデルでは混雑課金によ

り利用者の厚生が悪化（時間費用とスケジュール費

用を合わせた費用負担が増加）する。一方、ボトル

ネックモデルでは混雑課金により利用者の厚生を悪

化させずに混雑による経済損失を解消できる。 

 観測データを用いた交通シミュレーションも行な

われている。例えば、文(2005)は、フロー混雑モデ

ルとボトルネックモデルを統合したモデル（ボトル

ネックに到達するまでの道路区間では QV 式を用い

て交通量が増加すると所要時間が長くなり、ボトル

ネックにおいては交通量が交通容量を超えると渋滞

列が発生し、所要時間が長くなる）を作成し、名神

高速道路を対象としたシミュレーション分析を実施

し、最適混雑課金水準を求めた。 

 また、越(2007) は、ボトルネックモデルを基に各

利用者が前日の交通状態から当日の出発時刻を決定

するという学習型シミュレーションを実施し、混雑

課金により渋滞緩和効果が発現することを示した。 

（２）既存研究における費用項目・費用単価 

 これまでの研究では利用者の一般化費用は、①所

要時間費用、②スケジューリング費用（早着費用ま

たは遅刻費用）と③通行料金の和としてきた。また、

各出発時刻の利用者の一般化費用が同額となるよう

に出発時刻が分布するという利用者均衡の概念が用

いられている。 

図表１：既存研究における費用単価 

  α β γ 

Vickrely (1969)  3.0 1.5 6.0 

Henderson (1981)  − − − 

Small, et al. (1982)   12.2 7.5 29.2 

Arnott, et al. (1990)  16.0 9.8 38.0 

越 (1998)  − − − 

越 (2007)  140.0 60.0 200.0 

文 (2005)  33.3 13.3 70.0 

注１）α：遅れ時間費用単価、β：早着費用単価、

γ：遅刻費用単価（いずれも円/分） 

注２）「−」はモデルによる定式化のみで、数値解析

を実施していない。 

注３：1 ドル=115 円で換算した。 

 既存研究のうち、交通量等の観測データから実証

的に各費用の単価を推定したものは Small (1982) の

みである。その他の研究では各費用を外生値として

与えている。このとき、Small (1982)の推定結果が援

用されることが多い。各研究とも、「早着費用（β）

＜走行時間費用（α）＜遅刻費用（γ）」と設定して

いる点で共通している。これまでの主な研究におけ

る費用の単価の設定状況を図表１に整理した。 

  

（３）本研究の位置づけ 

 これらの既存研究においては、何れのモデルも道

路利用者の目的地到着希望時刻がひとつであるとい

う仮定をしており、また、総交通費用が最小となる

課金額等の最適解を求めようとしている。一方、本

研究は次の点で既存研究と異なる。 

ア．目的地到着希望時刻はひとつではなく、分布し

ていると仮定する。 

イ．求める解は最適解ではなく、課金額が与えられ

た場合の交通行動の変化と総交通費用である。 

ウ．早発・早着時間費用をモデルに組込む。 

エ．早発・早着時間単価は仮定ではなく、料金社会

実験データを用いて推計する。 

３．利用者均衡モデルの構築 

（１）一般化費用の設定 

 一般化費用は、①トリップの時間費用、②「早着

費用」または「遅刻費用」、③「早発費用」または「遅

発費用」、④料金で構成されるとした。既存研究では

早発費用がモデルに組み込まれて来なかったが、越

(1998)の提案に従って、早発費用をモデルに組み込

み、また、遅発による便益についても、負の早発費

用として設定する。 

 各費用単価は、本来、個人や社会状況によって異

なるが、全利用者の費用単価が同一であると仮定し

てモデル化する。一般化費用は下式で表される。 

 一般化費用＝①（所要時間×時間費用単価α） 

 ＋②（早着時間×早着費用単価β、または、遅

刻時間×遅刻費用単価 γ） 

 ＋③（早発・遅発時間×早発・遅発費用単価δ） 

 ＋④（有料道路料金τ） 

 ここで、遅発時間は負の値である。 

（２）希望到着時刻と希望出発時刻の設定 

 既存研究においては道路利用者の到着希望時刻は

同一（例えば、越（1998））、あるいは、希望時刻が

ない（例えば竹内（2008））と仮定している。しかし、

実際の道路利用者はそれぞれ異なる希望到着時刻を

持ち、また、検討対象としている道路区間やボトル

ネックから目的地までの距離や所要時間も異なる。



 3 

現実的な仮定を考え、次のような状況を想定する。 

 所要時間の変動がない場合、現在の道路利用者は

希望到着時刻に到着するために出発時刻を定め、希

望時刻に到着していると考えられる。したがって、

現在の出発時刻が希望出発時刻であり、この出発時

刻を基準として生活や仕事のスケジュールが成立っ

ている。このように考えると、移動経路上の全ての

地点における現状の通過時刻は希望通過時刻であり、

これより早く出発する場合はスケジュールに無理が

生じ損失が発生する。また、遅く出発する場合はス

ケジュールに余裕ができて便益が発生する。 

 そこで、本研究では時間帯別料金の検討対象とな

る道路区間において、その下流側端点における現状

の通過時刻が道路利用者の希望通過時刻である。 

（３）利用者均衡条件 

 利用者均衡の考え方に基づき、同一の出発希望時

刻を持つ利用者がどの時刻に出発しても一般化費用

が同一となり、どの時間帯へシフトしても自らの一

般化費用を減少できない状態で均衡すると仮定する

（ワードロップ第１原理）。そこで、次のような状況

を想定する。 

ア．XA、XB という２つの出発時刻があり、XA がピー

ク時間帯、XBが早朝の時間帯である。 

イ．それぞれ所要時間が T1A、T1Bであり、ピーク時

間帯の方が所要時間が長く、T1A＞T1Bである。 

ウ．それぞれの時間帯の交通量は QA、QBである。 

 このとき出発時刻 XA を選んでいる道路利用者が

XB の出発時刻に変更すると、早発費用が発生する。

このため、現状では XBに出発した方が所要時間が短

いにも係わらず、この時間帯を選ばない。この状況

を図表２に図化して示す。 

 ここでそれぞれの記号は次の意味を表す。 

XA、XB：時空間上の経路Ａ、Bを利用した出発時刻 

YA、YB：時空間上の経路Ａ、Bを利用した到着時刻 

τA、τB：時空間上の経路Ａ、B の通行料金（円） 

T1A、T1B：経路Ａ、B を利用したときの所要時間（分）、

T1A=YA-XA、T1B=YB-XB である。いずれも交通量

の関数、T1A= T1A (QA)、T1B =T1B (QB) 

T2：T2=XA-XB、経路Ａから経路 B に変更したときの

早発時間（分）、T2<0のときは遅発時間 

T3：T3=YA-YB、経路Ａから経路 B に変更したときの

早着時間（分）、T3<0のときは遅刻時間 

 

図表２ 時空間上の時間シフトの概念図 

 このとき、一般化費用は次のように表される。 

ア．目的地に早着する場合（T3 > 0） 

 PA = αT1A + τA  

 PB = αT1B + τB + δT2 + βT3 

イ．目的地に遅刻する場合（T3 < 0） 

 PA = αT1A + τA  

 PB = αT1B + τB + δT2 - γT3  

 ここでそれぞれの記号は次の意味を表す。 

PA、PB：経路Ａ、B を利用したときの一般化費用（円） 

α：所要時間費用単価（円/分） 

β：早着費用単価（円/分） 

γ：遅刻費用単価（円/分） 

δ：早(遅)発費用単価（円/分） 

 

図表３ 時間シフト時の一般化費用の例示 

（矢印上に示した数値はそれぞれ所要時間、一般化

費用を表す。例えば 5 時台の通行料金が 700 円から

300 円に変化したとき、6:20 出発の利用者 は 5:50

出発に変更すると、一般化費用が最小になる。） 

 早朝の時間帯割引料金が適用される以前の場合、

τA=τBであり、時刻 XAに出発する道路利用者にと

っては PA＜PBである。早朝の時間帯割引料金が適用

されるとτA＞τBとなり、PA＞PBとなる者は出発時

刻 XB に移動（時間シフト）する。このとき、時刻

XA、XBのいずれの出発時刻を選んでも、一般化費用
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PA、PBが同じになる時間シフト量で均衡する。すな

わち、PA*=PB*となる、QA*、QB*が存在し、その時の

所要時間は T1A*、T1B*となる。出発時刻選択の概念

を図化すると図表３のようになる。 

４．分析対象道路の設定とその交通状況 

（１）分析対象道路の設定 

 本研究では、モデル化の対象路線を首都高速３号

線とした。対象路線は次の特徴がある。 

ア．途中の出入口の交通量が少ないことから、単一

経路としてモデル化が可能である 

イ．図表４に示すように、午前 10 までは路線上の池

尻付近にボトルネックが存在する 

 

出典：首都高速道路感知器データ(2007 年 2 月 19 日) 

注 ：■：渋滞、■：混雑 

図表４：首都高速３号渋谷線(上り)の区間別・時間

帯別渋滞発生状況 

（２）渋滞が発生する区間と時間帯 

首都高速３号線では朝 6 時台から池尻出口～渋谷

入口付近（サグによるボトルネック）を先頭に朝 10

頃まで渋滞する。渋滞のピークは 7〜8 時である。 

（３）区間の交通量と旅行速度 

 首都高速３号線上りの交通量が最大となるのは、6

～8 時台である（最大交通量：約 3,500 台/時）。一方、

旅行速度が最低になるのは 10 時頃である。両者は単

純な比例関係にあるのではなく、時間交通量が最大

となる時間の後に、旅行速度が最低となる時間が現

れるという時間の差が生じている。 

 首都高速３号線に並行する国道 246 号上りでは、

日中ほぼ一定の交通量（約 2,000 台/時）、旅行速度（20

～30km/時）で推移している。 

（５）出入口交通量及び本線交通量 

首都高速３号線上りの流入交通量のうち、東名か

らの接続と用賀入口からの流入が合わせて約 80%を

占める。したがって、首都高速３号線上りは途中の

出入口の交通量を考慮しない単一経路モデルとする。 

５．旅行時間推計モデル 

上記の利用者均衡モデルを解くためには道路区間

の旅行所要時間を推計する必要がある。一般に道路

区間の旅行所要時間を推計する手法として QV 式が

用いられている。QV 式は交通量に対して所要時間

が単調増加するため、渋滞時に交通量が減少し、所

要時間が増加する現象を表すことができない。この

ため、本研究ではブロック密度法を用いる。 

（１）モデル対象区間 

 首都高速３号線上りの朝ピークの渋滞は渋谷出口

付近を先頭に発生する。一方、利用者のほとんどは

実際には渋谷出口を通過し、総利用距離に対して料

金を支払っている。そこで、モデル対象区間延長を

首都高速道路東京線の利用距離の中央値約 15km を

考慮して、15km とした。 

 ここで、用賀料金所～渋谷入口（8.0km）はブロッ

ク密度法のモデル対象区間とし、残りの区間（7.0km）

は自由走行速度で走行できる区間と仮定した。 

（２）計算手順 

ⅰ）ブロック長・スキャン時間・自由流速度の設定 

まず、分析対象道路区間を単位距離で区切られた

ブロックに分割する。単位距離（dL：ブロック長

=133m）はスキャン時間（dt=6sec）の間に自由流速

度（Vf=80km/h）で進む距離と設定する。すなわち、

dL=Vf dt と設定する。 

ⅱ）交通量-密度関係の設定 

次に、各ブロック i について交通量（Qi）- 密度

（Ki）の関係を設定する。臨界密度（Kci）、飽和（ジ

ャム）密度（Kji）をパラメータとして与える。臨界

交通量（Qci：ブロック i の交通容量）は、Qci=Vf*Kci

として定まる。 

ⅲ）ブロック間の移動交通量の算出 

上流ブロック i+1 から下流ブロック i へ移動する

交通量 Qi+1,i は、上流ブロック i+1 の流出可能交通量、

下流ブロック i の流入可能交通量、上流ブロック i+1  

と下流ブロック i の交通密度に応じて算出される。 

（３）パラメータ値設定 

 交通容量を普通区間 3600 台/時、ボトルネック区

間 2400 台/時など、観測交通に適合するように各種

パラメータを設定した。 

（４）交通量の設定 

 対象区間上流端（東名からの接続と用賀入口から

の合計）への 10 分毎の流入交通量（2007 年 2 月 19

日の感知器データ）をスキャン時間 dt で除して単位

時間毎の流入量を設定した。 

（５）実測値とモデル値の整合性 

 設定した旅行時間推計モデルを用いて、料金割引

のない現状における所要時間を推計し、実測値との

比較を行った。図表５に示すように、旅行時間推計

モデルによって推計された所要時間は実測値とよく
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一致している。 

 

図表５：推計値（ブロック密度法及び QV 式）と実

測値と比較 

注１）5:50 の所要時間の変化は事故が原因である。 

注２）ブロック密度法による推計値と実測値の不一

致の要因としては渋谷出口下流にもボトルネック

があることが考えられる。 

注３）参考のため QV 式を用いた推計値も記載した。 

６．データを用いた早発・早着時間費用単価の推計 

 早発・早着時間費用単価については観測された例

がない。既存研究においては数値を仮定している。

ひとつの手がかりとして、料金割引社会実験におい

て観測された時間シフト率がある。そこで、本研究

では、まず、既存研究で用いられた仮定値でシミュ

レーションを行い、その後、料金割引社会実験の観

測値に適合する早発・早着時間費用単価を探索した。 

（１）社会実験による交通量の時間シフトの実態 

 首都高速道路においては、平成 15 年 11 月から料

金割引社会実験が実施された。このうち、H18 年度

アンケートの結果によると、早朝割引（20%割引）

により、6 時台の交通のうち 2.9%が 5 時台にシフト

したことなどが把握されている。 

（２）早発・早着時間費用単価の推計 

 文(2005)は早発費用の単価 β の値を 13.3 円/分と

仮定している。そこで、この値（13.3 円/分）、その

1/2 の値（6.65 円/分）、その 1/4 倍（3.33 円/分）の値

を用いて、シミュレーションを行い、6 時台から 5

時台への交通シフト率を求めるとそれぞれ 1.2%、

2.9%、9.3%となった。シミュレーション結果から、

6.65 円/分のケースが最も社会実験観測値に近いの

で、この値を用いる。 

 なお、ここでは簡単な仮定として、早発・早着費

用は同じとした。早発の場合は出発前の活動を断念

するか他の時間帯に移すことになり、早着の場合は

約束時刻まで待機するか他の活動を行うことになる。

早発・早着では活動変更内容が異なり、費用も異な

ると考えられる、定量的な研究は今後に期待される。 

７．時間帯別料金設定による交通改善効果の評価 

（１）費用項目と単価の設定 

 走行時間価値 α、スケジューリング費用（早着費

用 β、早発費用 δ）は以下の単価を設定した。 

 渋滞遅れ時間費用単価1
 ：α＝70.94（円/分） 

 早着費用単価 ：β＝ 6.65（円/分） 

 早発費用単価 ：δ＝ 6.65（円/分） 

 ここで、スケジュール費用単価はすべて同じ値と

仮定した。なお、料金割引は早い時間へのシフトを

促す施策対象のみを分析対象とするため、遅着費用

単価γや遅発費用単価－δについては取り扱わない。 

（２）割引対象時間帯と割引料金額 

 首都高速３号線上り交通量の朝ピークは、6～8 時

台であるので、割引対象時間帯を 5 時台に設定し、5

時台の料金を現行料金 700 円を基礎に、①600 円、

②500 円、③400 円、④300 円の４ケースとした。 

（３）評価結果 

 5時から 10時までを対象として前述のモデルを用

いて分析を行なったところ、次の結果を得た。 

ア．交通量シフトの発生状況 

 5 時台にオフピーク割引を実施することにより、

図表６に示すように、6 時台から 5 時台へシフトし

た交通量の割合は、各料金割引ケースについて①

1.7%、②3.5%、③5.0%、④6.9%であった。交通のシ

フト率をみると、平成 18 年度アンケートの結果であ

る「料金が 560 円（2 割引）のときに 2.9%」とも整

合している。 

イ．渋滞緩和効果の評価 

 早朝の時間帯に交通がシフトすることにより、6

時以降のピーク時間帯、および、それ以降の時間帯

に渋滞緩和効果が発生した。現行料金ケースと割引

料金ケースの総時間費用の差を便益とすると、図表

７に示すように、割引額が大きいほど総便益は増大

し、早朝の時間帯割引料金を 300 円に設定した場合、

総便益が 3.7 億円/年と推計された。 

                                                           
1
 この値は本研究が行われた時期の費用便益分析マ

ニュアルに基づく値である。2008 年に時間単価が改

正され、現在はこの値よりも小さくなっている。 
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図表６：各料金ケースの 10 分間交通量の変化 
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図表７：総便益の変化（億円/年） 

８．考察 

（１）交通の時間シフトと渋滞緩和効果の関係 

  渋滞が始まる前の時間帯に渋滞が始まる時間帯

の交通をシフトさせると効果が大きい。シフトし

た台数分だけ、後の時間の滞留台数が減少し、こ

の効果は、渋滞解消まで継続する。したがって、

朝の時間帯を大幅に割引くことが望ましい。 

（２）シミュレーション結果の評価 

ア．利用者均衡の概念を出発時間選択に適用するこ

とにより、料金変化に対する交通量変化が内生的

に求められるモデルを構築することができた。 

イ．首都高速３号線上り朝時間帯の観測データを用

いてシミュレーションを実施し、早朝割引によっ

て社会的便益が発生することを実証した。 

９．今後の研究課題 

ア．本研究では総需要固定、単一ルートを仮定した。

通行料金を大きく変化させると、一般道路からの

転換や総需要変化などがあると考えられる。これ

らの効果を定量的に検証するためには需要関数や

経路選択を組込んだモデルへ拡張する必要がある。 

イ．本研究は早朝の時間帯割引を分析対象としたが、

ピーク時の料金割増についても検討が必要である。

更には、時間帯毎に異なる料金を設定して、交通

流の最適化を検討することも望まれる。 

ウ．本研究では全ての利用者が均一の時間価値グル

ープを持つと仮定している。モデルをより実現象

に近づけるために複数の時間価値グループを想定

したモデルへの拡張は意義があると考えられる。 

エ．本研究では複数のスケジュール費用単価は同じ

額と仮定した。本来は異なると考えられるので、

単価の計測を行う必要がある。 

オ．本研究が行われた時期と現在では、時間単価が

異なり、また、渋滞状況も変化している。引続き

状況変化に合わせて研究を継続する必要がある。 
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